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（図１：「有料老人ホーム」と「サービス付き高齢者向け住宅」の関係）

利用権方式

サービス付き高齢者向け住宅

　状況把握・
　生活相談

　サービスのみ

※ 高齢者向け賃貸住宅等（高齢者向け優良賃貸住宅、地域優良賃貸住宅、特定優良賃貸住宅

等）であっても、「食事」、「介護」、「家事」、「健康管理」のいずれかのサービスを提

供していれば、「有料老人ホーム事業」に該当する。

有料老人ホーム

老人福祉法の特例

賃貸借方式

食事、介護、家事、健康管理
のいずれかのサービスを提供

=有料老人ホーム事業に該当

高齢者向け
賃貸住宅等

（※）

サービスなし

 

 

有料老人ホームとは （老人福祉法第２９条） 

有料老人ホームとは、高齢の入居者に対して、 

①入浴、排せつ又は食事の介護 

②食事の提供 

③洗濯、掃除等の家事の供与 

④健康管理の供与 

のうち、いずれかのサービスを提供する住まいをいいます。 

有料老人ホームの設置に際しては、県知事等への事前届出が必要であり（サー

ビス付き高齢者向け住宅で有料老人ホームに該当するものについては、高齢者の

居住の安定確保に関する法律第２３条（老人福祉法の特例）の規定により届出は

不要となっています。）、帳簿の作成・保存、契約内容等について規制があります。 

福岡県では、有料老人ホームの質を確保するため、「福岡県有料老人ホーム設置

運営指導指針」を策定し、事業者に対する指導・監督を行っています。 
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あなたの住まいの入居者は、
望んでいる介護保険サービスを
受けることができていますか？

住宅型有料老人ホーム、
サービス付き高齢者向け住宅における

ケアマネジメ ント 等の考え方

住宅型有料老人ホーム、 サービス付き高齢者向け住宅の
運営事業者・ 職員の皆様へ

事務局・ 編集　 株式会社日本総合研究所

2 0 2 2 年 3 月

令和 3 年度 厚生労働省 老人保健健康増進等事業

「 サービス付き高齢者向け住宅等における

適正なケアプラン作成に向けた調査研究」
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はじ めに

本冊子作成の狙い

◦  住宅型有料老人ホーム・ サービ ス付き高齢者向け住宅（ 以下、「 高齢者向け住まい」 または「 住まい」 と いいます）

は合計の入居定員が 5 0 万人（ 2 0 2 0 年時点） を 超え、 高齢期の「 住まい」 の重要な一角を占めています。

◦  一方で、 こ れら の住まい運営法人によって、 利用者の意思に沿わない提供者都合のサービ ス提供が行われている

等の問題もし ばし ば指摘さ れ、 適正な運営が求めら れる 状況にあり ます。 こう し た高齢者向け住まいにおいて、 入

居者の状態に応じ て適切なサービスが提供さ れるには、 介護保険サービ スをめぐる「 ケアマネジメ ント 」 が適切に

行われているこ と が重要な要素の一つです。

◦  こ こ では、 不適切な契約やケアマネジメ ント 、 サービス提供に陥っている事例などを 確認し 、 具体的に振り 返り が

できる資料として作成しています。

◦  住まい運営事業者・ 職員の皆様におかれては、今一度、あなたの住まいでこう し た不適切な対応が行われていないか、

確認してみてく ださ い。

住宅型有料老人ホーム・ サービス付き高齢者向け住宅に求められる役割

「 不適切な対応」 の考え方

◦  住宅型有料老人ホーム・ サービス付き高齢者向け住宅は、 高齢者が介護が必要になっても 、 安心して自分らし く 生

活できるための住まいとして、 高齢化が進む中での役割が大きく なっています。

◦  介護保険サービ スを 利用する入居者について、 特定事業所のサービ ス提供に限定・ 誘導するこ と や、 希望する介

護保険サービスの利用を妨げること はあってはなり ません。

◦  以降では、そうし た不適切な対応が行われた場合の行政上の対応や、実際の具体的な「 不適切事例」 等を 紹介します。

◆  高齢者向け住まいは、 適正な運営により 、 地域住民へ「 魅力的な住まいの選択肢」 を 提供するこ と ができ、

高齢者の安心・ 安全な日常生活に寄与するも の

◆  「 住まい」「 ホーム」 部分と「 介護サービス」 が、それぞれ独立しているこ と により 、「 施設」 ではなく 、入居者の 

「 自宅」 として、 その人に最適な住環境を提供できること が、 これら の制度の大きな利点であり 、 求めら れる役割

◆  こう し た高齢者向け住まいにおいて、 入居者の状態に応じ て、 適切なサービ スが提供さ れるためには、 ケア

マネジメ ント が適切に行われていること も 重要な要素
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①デイ以外では食事ができないを示すイラスト

⇒入居者がデイの食堂（ 表現が難し ければ『 デイ○○ 食堂』などといった看板を

嫌そう に食事をしている様子

具体的な“ 不適切な対応” 事例

デイが週 2 日から 5 日に。

「 行かないと 食事ができませんよ」
事例1

A さ ん

高齢者向け住まいが運営するデイ サービ スを 週 5 日利用

するよう 提案さ れた。

自宅で生活していると き は、 デイサービスは週 2 回だった

のに…。

「 入浴日の週 2 回利用で 十分」 と の希望を 住まい職員に

伝えたら 、「 他の入居者にも 毎日利用し ても ら っています。

デイ に行かないと 食事が取れませんよ 」 と 取り 合っても ら

えなかった。

ケア マネにも 相談し た が同じ 反応で、 どう やら ケア マネ

は住まいから 同じ 対応をするよう に指示を 受けているよう

だった。

体調が悪く てもデイサービスへ。

休む場所も なく つらい…
事例 2

B さん

デイ サービ スに毎日行く こ と になっている。 体調

が悪く 部屋で休みたいと 伝えても 、「 デイ サービス

で休んでく ださ い」 と 言われ、毎日１ 階のデイサー

ビスに連れて行かれる。

し かし 、 通っているデイサービ スには、 静養用の

ベット 、 リ ク ラ イニン グ車いす等がなく 、 席の机

で頭を 伏せて休むこ とし かできない。

こ んな対応、 していませんか？

ケアマネに要請していませんか？
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入居契約時に、 値引き （ 月額 1 〜2 万円） すること を

条件に介護サービスの利用を強要さ れた。 

契約書上は本来の正当な金額表示であり 、 値引きに関

する文章は存在し ない…。

専門的なリ ハビリ を 受けたく て通所リ ハビリ を 利用をし た

いと 伝えたが、 外部の介護保険サービ スは利用できない

と 言われ、 高齢者向け住まいが運営し ているデイ サービ

スの利用を 継続さ せら れた。

値引きを条件に、

本人の自由や都合が無視さ れ、

通院もできない

事例 4
D さん

専門リハビリが必要なのに、

外部法人だと 利用できない
事例 5

E さん

住まいの法人から 、「 う ち の介護保険サービ スを 利用し て、 私

的な外出・ 病院受診など 含めて住まいの都合に合わせてスケ

ジュールしてく れれば、料金を 毎月1 万円値引する」と 言われた。

これではサービスが多い平日は外出できないと 言われたことと 同

じ 。 自由な時間が多い日曜日には病院が休みなので困っている。

介護サービスの利用が、

住まいの値引きの条件に！
事例 3

C さ ん

④家賃値引きのイラスト

⇒住まい職員が「 月額12万円にするのでこのサービスを使ってく ださ い」（ 吹き出し）

「 月額： 15万」と 記載してある契約書を持って契約の説明をしている様子

できないを示すイラスト

表現が難し ければ『 デイ○○ 食堂』などといった看板を掲げる）で

子

③住まい職員にケアプランの話が通じ ない、と いう イラスト

⇒入居者が一生懸命職員に対して話をするが（ 吹き出しで

「 別の介護サービス」・「 前に使ってたサービス事業所」など）、

住まい職員はあまり理解できていない様子

万円にするのでこのサービスを使ってく ださ い」（ 吹き出し ）と、

る契約書を持って契約の説明をしている様子

⑥外部のサービスは×と いう イラスト

⇒入居者が外部サービスを使いたいと 説明するも

（「 吹き出しで「 デイケア」、「 訪問リ ハ」）、職員（「 住まい職員」という ゼッ ケン）が
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高齢者向け住まいでの不適切な対応に関するチェ ッ クリ スト

【 契約上の問題】

  特定の介護保険サービスや提供事業所の活用が契約条件と して決めら れて

いませんか？　 または入居者本人や家族としては契約条件と 同一視できるよ

う な形と なっていませんか？

  本人の状態にかかわらず区分支給限度基準額上限まで特定のサービスを入

れるこ と が契約条件になっていませんか？　 または契約条件と 同一視でき

るよう な形と なっていませんか？

  入居契約上特定のサービ スを 利用するこ と 、 併設事業所のサービ スを 多く

利用すること 、 その他のサービスも ふく め介護保険サービスを 多く 利用する

こ と を 条件に入居費用を 割引していませんか？（ 利用し なく なった際には入

居費用を 値上げする・ 利用者の行動をすべて住まい都合で管理する、 など）

【 実態としての問題】

  介護保険サービスの内容が、本人の希望より も 、 特定の法人（ 住まい運営法

人と 同じ など） のサービスを 優先し たも のになっていませんか？　 例えばご

本人の要望や状態に関係なく 、 併設さ れた同一法人の事業所のサービ スを

積極的に活用するよう にしていませんか？

  追加サービ スが客観的に不要な状態で、 ご本人の希望も ないのに、区分支

給限度基準額に余裕があるだけで、 住まい運営法人が運営する介護保険

サービスを 追加していませんか？

  住まい運営法人には医療系サービスがない場合などに、（ その法人の） 別サー

ビスを 優先していて、 医療関連のアセスメ ント やサービス提供が不足してい

ること はあり ませんか？

  入居時に、ケアマネジャ ーから のケアプラン 説明をさ せない、 相談があった

場合も 住まい職員が説明するなどのケースはあり ませんか？　 利用票のサイ

ンを、住まい職員が代筆していること はあり ませんか？

不適切な対応に関するチェッ クリ スト
◦  以下では、 不適切な対応の例を 紹介し ます。 あなたの住まいではこう し た対応が行われてないか、 チェ ッ クしてみ

ましょ う 。
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参考①： 高齢者向け住まいにおける「 不適切」 なケアマネジメ ント

◦  介護保険サービスは、 ケアプランの内容を 基にして提供さ れます。 高齢者向け住まいにおいて、 入居者の状態に応じ

て、 適切なサービスが提供さ れるためには、 ケアマネジメ ント が適切に行われているこ と が重要です。

◦  高齢者向け住まいのケアマネジメ ント のある べき 姿については、 それぞれの入居者の状態や置かれた状況等、 個別

具体的なケースで異なるため一概に示すこ と は困難ですが、「 不適切」 と 疑われる可能性があるケアマネジメ ント とし

ては、 例えば下記のよう なも のが挙げら れます（ 特に 1、 2 、 4 は、 住まいの不適切な意向により 発生する可能性が

高いも のです）。

◦  こ の他、各類型ごと の「 不適切な対応例」 等の詳細につき、 居宅介護支援事業所・ ケアマネジャー向けに啓発する冊子

も 公開していますので、 併せてご参照く ださ い。

個別性の欠如1
利用者個々の意向や課題が考慮さ れること なく 、 ケアプランが画一的なも のと なっている

過剰なサービス2
利用者の意向や状態を考慮せず、 アセスメ ント からは必要性が見出せない住まい事業者と 同一法人によるサービス

を、 ケアプランに設定し ている（ その結果とし て区分支給限度基準額上限までサービスが設定さ れている、 など）

サービスの不足3
本人の希望するサービスや客観的に必要性の高いと 考えられるサービスがケアプランに組み込まれていない、 あるい

は検討自体なさ れていない（ ケアマネジャーから 見て利用者にとって必要なサービスをケアプランに位置付けること

が難しい場合がある）

事業所選択の権利侵害の懸念4
住宅・ ホームと 同一法人が提供するサービスの利用を、 合理的な理由も なく 、 また利用者の意向も 踏まえずに利用

者に求めており 、 この対応にケアマネジャーも 同調し ている（ 同調せざるを得ない状況にある）

ケアマネジメ ント サイクルの問題5
ケアプランの見直しが法定のタ イミ ング（ 認定更新時や区分変更時） 以外では、 ほと んど行われていない

※  上記事項については状況次第（ 文脈次第） で適切とも 不適切ともなり得ます。 例えば、「 ケアプランが画一的なも のとなっ

ている」 こと のみをもって不適切であると 断定すること はできない点に留意が必要です。 むしろ、 その事象が生じている

背景とし て、 入居者の意思や状態等の十分な把握（ アセスメ ント ・ モニタリング） と それに応じた的確なサービス選定が

できているかどう か等に着目することが求められます。

「 大丈夫？ 知らず知らずのう ちに“ 不適切なケアマネジメ ント 事例” を作り 出していませんか？」

ー住宅型有料老人ホーム、 サービス付き高齢者向け住宅におけるケアマネジメ ント の考え方ー

https ://w w w.jri.co .jp/M ed iaLib ra ry/f ile/colum n/op in ion/deta il/2 0 2 1 _ them e6 3 _ 0 2

（ 令和 3 年度 厚生労働省 老人保健健康増進等事業「 サービス付き高齢者向け住宅

等における適正なケアプラン作成に向けた調査研究」）

上記の事例等の詳細（ 居宅介護支援事業所・ ケアマネジャー向け啓発資料） はこちら
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◦  居宅介護支援事業所・ ケアマネジャ ー向け資料では、 前頁の１ ～５ の各不適切事例について、 以下のよう に留意点を

示しています。

※ こ れら は、 あく まで十分なアセスメ ント や多職種連携、 法令で定めら れた頻度の状況確認等の必要な対応が前提で

あると いう こ と には、 ご注意く ださ い。

個別性の欠如1
利用者個々の意向や課題が考慮さ れる

こ と なく 、 ケアプラ ン が画一的なも の

と なっている

ケアプラ ン上に示さ れる 記載がそれ

ぞれの入居者で類似する内容になっ

ている 場合には「 不適切な事例」 に

は該当し ません。

入居者のケアプランに区分支給限度

基準額上限までサービスが盛り 込ま

れている 場合には「 不適切事例」 に

は該当し ません。

過剰なサービス2
利用者の意向や状態を 考慮せず、 アセ

スメ ント からは必要性が見いだせない住

まい事業者と 同一法人によるサービ ス

を、 ケアプランに設定している （ その結

果として区分支給限度基準額上限まで

サービスが設定さ れている、など）

ケアプ ラ ン上に示さ れるサービ ス内

容が、 仮にある 一つの側面から 見た

際に不足し ていると 思われると いっ

た場合であっても 、 総合的な判断の

結果であれば「 不適切事例」 には該

当し ません。

サービスの不足3
本人の希望するサービスや客観的に必

要性の高いと 考えら れるサービスがケ

アプランに組み込まれていない、 ある

いは検討自体なさ れていない（ ケアマ

ネジャ ーから 見て利用者にと って必要

なサービ スを ケアプランに位置付ける

こと が難し い場合がある）

事業所選択の権利侵害の懸念4 仮に住まいに併設さ れた事業所から

多く の入居者がサービ ス提供を 受け

ていると いっ た場合であっても 、 総

合的な判断の結果であれば「 不適切

事例」 には該当し ません。

住まいと同一法人が提供するサービスの

利用を、 合理的な理由も なく 、また利用

者の意向も 踏まえずに利用者に求めてお

り、この対応にケアマネジャーも同調して

いる （ 同調せざるを得ない状況にある）

単にケアプラ ンの見直し が法定のタ

イミ ング以外で行われていないこ と

をもって、 「 不適切な事例」 には該当

し ません。

ケアマネジメ ント サイクルの問題5
ケアプランの見直しが法定のタイミ ング

（ 認定更新時や区分変更時） 以外では、

ほと んど行われていない

参考②： １〜５ の各不適切事例（ パタ ーン） における留意点

ア セス メ ント やモニ

タ リ ン グのタ イ ミ ン

グ・ 頻度については、

法定基準を 満たし て

い る こ と を 前 提に、

個別の状況で判断し

ましょう 。

十分なアセス メ ント

等を 通じ たケアマネ

ジメ ント を 行い、 本

人の意思を 汲み取り

つつ周辺の活用可能

な資源等も 含め多職

種連携の下で総合的

に判断し ましょう 。
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「 適切なケアマネジメ ント 」 が住まい運営にもたらす効果

◦  「 適切なケアマネジメ ント 」 を 行う こ と は、 ケアマネジメ ント の基本理念や介護支援専門員の基本倫理から 必須なこ

と であると 同時に、高齢者向け住まいの運営・ 経営にとってもプラスの効果をも たらし ます。

◦  適切なケアマネジメ ント の結果、 入居者の自立支援や希望の実現につながるこ と は、 入居者や働き 手の満足につな

がり 、 地域での評価・ 評判を 向上さ せるこ と が期待さ れます。 適切なケアマネジメ ント を行い、 下記のよう な好循環

を 生み出すこと が可能です。

◦  住まい運営事業者としても 、 入居者に対して適切なケアマネジメ ント が行われるよう な環境づく り に努めましょ う 。

◦  実際、 アンケート 調査結果から は、「 適切なケアマネジメ ント を行えているかどう か」 の住まい側の認識と 入居率が

関連しているこ と が示唆さ れます。「 適切なケアマネジメ ント が実践できている」 と 答える住まいほど、 人材確保等の

問題を抱える割合が低い傾向にあり ます。

入
居
者
一
人
ひ
と
り
に
寄
り
添
っ
た

ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
実
践
さ
れ
て
い
る
か

住まいの入居率

適切なケアマネジメ ント の実践認識 と  その住まいの入居率（ 住まい職員回答）

適切なケアマネジメ ント の実践認識 と  その住まいが抱える課題（ 住まい職員回答）

◦  2 0 2 0 年1 2 月～2 0 2 1 年

1 月実施

◦  郵送による質問紙調査

◦  サービ ス付き 高齢者向け

住宅およ び住宅型有料老

人ホーム各 1 ,0 0 0 件、 計

2 ,0 0 0 件

◦  各調査票につき、 回答者

は以下

　 A： 住まい職員

　 B：  併 設 居宅 の ケ ア マ ネ

ジャ ー

　 C：  同一法人居宅（ 近接等）

のケアマネジャ ー

　 D：  住まい運営法人と は別

法人のケアマネジャ ー

◦  有効サンプル数

　 調査票 A：  3 7 6 件

　 調査票 B：  1 3 2 件

　 調査票 C： 8 8 件

　 調査票 D：  1 6 2 件

■ 9 0 ％以上　 ■ 8 0 ％以上 9 0 ％未満　 ■ 6 0 ％以上 8 0 ％未満　 ■ 6 0 ％未満

■ 実践さ れている（ n =1 7 0 ） 　 ■やや実践さ れている（ n =1 8 4 ） 　

■あまり 実践さ れていない + 全く 実践さ れていない（ n =1 6 ）
※n 数が少ないため参考値

【 参考】 アンケート 調査概要

実践さ れている（ 1 7 0 ）

介護スタ ッフ が定着し ない

看護師が定着し ない

介護スタ ッフ および看護師以外の
住宅スタ ッフ が定着し ない

入居者や家族等から のクレ ームが多い

ケアマネジャ ーの担当がよく 変わる

課題は特にない

0

0 5  1 0 1 5 2 0 2 5 3 0  3 5 4 0 4 5  （ % ）

2 0 4 0 6 0 8 0 1 0 0 （ % ） 

やや実践さ れている（ 1 8 3 ）

あまり 実践さ れていない・
全く 実践さ れていない（ 1 6 ）

※n 数が少ないため参考値

6 9 1 8 8 5

6 4 2 2 11 2

5 0 3 8 6 6

2 3 .52 3 .5
4 2 .44 2 .4

6 .56 .5
1 0 .91 0 .9

1 2 .51 2 .5
5 .35 .3

9 .29 .2
2 5 .02 5 .0

1 .81 .8
1 .11 .1

1 2 .51 2 .5
1 .81 .8

4 .34 .3
6 .36 .3

2 7 .62 7 .6
7 .67 .6

1 2 .51 2 .5

3 7 .53 7 .5

適切な

ケアマネジメ ント

入居者満足

働き手の満足

サービス向上への再投資

（ 教育や・ 仕組み作り）

入居促進

働き 手確保

地域での

評価・ 評判
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行政上の対応について①

不適切事例の行政上の対応

◦  いわゆる「 不適切事例」 に関しては、 その内容により 、居宅介護支援事業所に対して、 介護保険法等に基づき、 報

告徴収・ 立入検査をはじ めとして、 勧告・ 命令や指定取消などが行われる可能性があり ますが、住まい運営事業者

に対しても 、老人福祉法、高齢者の居住の安定確保に関する法律等に基づき、指導等が行われる可能性があり ます。

※根拠条文の詳細については資料末尾を 参照（ 以下同様）

【 高齢者向け住まいへの行政上の措置】

【 各種措置の対象・ 講じ ら れるケース】

是正指示： 契約締結前の書面交付・ 説明、 入居契約に沿った生活支援サービスの提供に関する違反等

改善命令： 入居者の処遇に関する 不当な行為・ 運営に関し 入居者の利益を 害する行為等

事業制限・ 停止命令・ 罰則： 上記のよう な場合であって、 入居者の保護のため特に必要がある 場合等

【 実際に措置が講じ ら れる可能性のあるケース】

特に下記のよう なケースは客観的に法令の趣旨に反していると 考えら れ、 住まいに対しては、 自治体から 上記のよう

な措置がと ら れる可能性があり ます。

※ 口頭で下記のよう な内容を 伝える場合にも 注意が必要です。

◆ 入居契約の段階でサービス利用内容（ 回数や提供事業所） が決めら れており、 これ自体が契約条件になって

いる、 あるいは、 入居者本人や家族としては契約条件と 同一視できるよう な形と なっている

◆ 入居契約の段階で、本人の状態にかかわらず区分支給限度基準額上限までサービスを入れること が決めら れ

ており 、 これが契約条件になっている、 あるいは入居者本人や家族としては契約条件と 同一視できるよう な形

と なっている

◆ 入居契約上特定のサービスを利用すること 、 併設事業所のサービスを多く 利用すること あるいはその他のサー

ビスも 含め介護保険サービスを多く 利用すること で入居費用が割引になると さ れている（ 利用し なく なった際

には入居費用を値上げさ れる・ 利用者の行動がすべて住まい都合で管理さ れる）

登録抹消

サ高住： ■　 サ高住・ 住宅型有料老人ホーム： ■

（ 高齢者住まい法第 2 5 条）

（ 老人福祉法第 2 9 条）

（ 高齢者住まい法第 2 6 条）

（ 老人福祉法第 2 9 ・ 3 9 条）

事業制限・

停止命令・ 罰則

是正指示

改善命令

報告徴収・ 立入検査

（ 高齢者住まい法第 2 4 条）

（ 老人福祉法第 2 9 条）
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行政上の対応について②

【 対応にあたっての留意点】

①利用者の希望する介護サービスの利用を妨げないこと

　 ・  介護保険サービスの内容は、 住まい運営事業者・ 住まい運営事業者と 関係のある 事業者などの都合の

みで設定し てはいけません。

　 ・  介護保険サービスの提供事業者は、 住まい運営事業者・ 住まい運営事業者と 関係のある 事業者など特

定の事業者に限定・ 誘導し てはいけません。

　 ・  ケアマネジャーや関係職種と 連携し 、 本人の意思を尊重すること に努めましょう 。

②居宅介護支援事業所にも 悪影響

　 ・  こうし た不適切な対応がさ れた場合、 住まい運営事業者だけでなく 居宅介護支援事業所に対し ても 行

政上の措置が講じら れる可能性があります。 居宅介護支援事業所にも 大きな悪影響を与えると いう こと

を十分認識し ておきましょう 。

　 ・  なお、 居宅介護支援事業所への行政上の措置は下記の通り です。

【 居宅介護支援事業所への行政上の措置】

【 行政上の措置が講じ ら れる場合・ 措置の対象と なる行為】

勧告・ 命令 指定取消等

（ 介護保険法第 2 3 ・ 2 4 ・ 7 6 条） （ 介護保険法第 7 6 条の 2 ） （ 介護保険法第 7 7 条）

報告徴収・ 検査

【 各種措置の対象・ 講じ ら れるケース】

報告徴収・ 立入検査： 保険給付 / 介護サービス費の支給に関し 必要と 認めら れる場合

勧告・ 命令： 運営・ 設備・ 人員配置等の基準を 満たしていない場合等

指定取消等： 上記勧告・ 命令に違反し た場合、 不正請求・ 虚偽報告を 行った場合

契約方法・ 内容等に

関する違反等

入居者（ 利用者） の処遇に関する 不当な行為・ 利益を 害する行為等

（ 居宅介護支援事業所は実地指導等の対象）

高齢者向け住まい

（ 高齢者住まい法・ 老人福祉法）

居宅介護支援事業所

（ 介護保険法）

保険給付等の支給に関し

必要と 認めら れる場合

（ 実地指導等の対象）
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参考： 根拠法令

◦  老人福祉法（ 昭和 3 8 年法律第 1 3 3 号）（ 抄）

　（ 届出等）

第 2 9 条　（ 略）

２ ～1 2 　（ 略）

1 3 　 都道府県知事は、 この法律の目的を 達成するため、 有料老人ホームの設置者若し く は管理者若し く は設置者から 介

護等の供与（ 将来において供与をするこ と を 含む。） を 委託さ れた者（ 以下「 介護等受託者」 と いう 。） に対して、 その

運営の状況に関する 事項その他必要と 認める 事項の報告を求め、 又は当該職員に、 関係者に対して質問さ せ、 若し く

は当該有料老人ホーム若し く は当該介護等受託者の事務所若し く は事業所に立ち入り 、 設備、 帳簿書類その他の物件

を検査さ せること ができる。

1 4 　（ 略）

1 5 　 都道府県知事は、 有料老人ホームの設置者が第六項から 第十一項までの規定に違反し たと 認めると き、 入居者の処

遇に関し 不当な行為をし 、 又はその運営に関し 入居者の利益を害する 行為をし たと 認めると き、 その他入居者の保護

のため必要があると 認めると きは、 当該設置者に対して、 その改善に必要な措置をとるべきこと を 命ずること ができる。

1 6 　 都道府県知事は、 有料老人ホームの設置者がこの法律その他老人の福祉に関する法律で政令で定めるも の若し く は

こ れに基づく 命令又はこ れら に基づく 処分に違反し た場合であつて、 入居者の保護のため特に必要があると 認めると き

は、 当該設置者に対して、 その事業の制限又は停止を命ずるこ と ができる。

1 7 ～1 9 　（ 略） 

第 3 9 条　 第十八条の二第一項又は第二十九条第十五項の規定による命令に違反し た場合には、 当該違反行為をし た者

は、 六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

◦  高齢者の居住の安定確保に関する法律（ 平成 1 3 年法律第 2 6 号）（ 抄）

　（ 報告、 検査等）

第 2 4 条　 都道府県知事は、 こ の章の規定の施行に必要な限度において、 登録事業者又は登録事業者から 登録住宅の

管理若し く は高齢者生活支援サービスの提供を 委託さ れた者（ 以下この項において「 管理等受託者」 と いう 。） に対し 、

その業務に関し 必要な報告を求め、 又はその職員に、 登録事業者若し く は管理等受託者の事務所若し く は登録住宅に

立ち入り 、 その業務の状況若し く は帳簿、 書類その他の物件を検査さ せ、 若し く は関係者に質問さ せること ができる。

２ ～４ 　（ 略）

　（ 指示）

第 2 5 条　（ 略）

２ 　（ 略）

３ 　 都道府県知事は、 登録事業者が第十五条から 第十九条までの規定に違反し 、 又は第二十条の国土交通省令・ 厚生労

働省令で定める 事項を 遵守していないと 認めると き は、 当該登録事業者に対し 、 その是正のために必要な措置をと る

べきこと を指示すること ができる。

　（ 登録の取消し）

第 2 6 条　（ 略）

２ 　 都道府県知事は、登録事業者が次の各号のいずれかに該当すると きは、その登録事業の登録を取り 消すこと ができる。

一　 第九条第一項又は第十一条第三項の規定に違反し たと き。

二　 前条の規定による指示に違反し たと き。
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参考： 根拠法令

◦  高齢者の居住の安定の確保に関する 基本的な方針（ 平成 2 1 年 8 月1 9 日厚生労働省・ 国土交通省告示第１ 号）（ 抄）

五　 高齢者がその居宅において日常生活を 営むために必要な保健医療サービ ス及び福祉サービ スを提供する体制の確保

に関する基本的な事項

４ 　 高齢者居宅生活支援サービスの提供

　 　 高齢者居宅生活支援サービスを提供する事業者は、 高齢者居宅生活支援サービ スについて、 介護保険法等の関係法

令を 遵守すると と も に、 関係するガイド ラ イン 等を 参考にサービ スの向上に努めること が望まし い。

　 　 また、 入居者が、 賃貸人若し く は登録事業者が直接提供する高齢者居宅生活支援サービ ス又は賃貸人若し く は登録

事業者が委託し 若し く は提携する事業者が提供する高齢者居宅生活支援サービス以外の外部事業者が提供する高齢者

居宅生活支援サービスの利用を 希望し た場合には、その利用を 制限すべきではない。 さ ら に、賃貸人又は登録事業者は、

入居者が保健医療サービ ス又は福祉サービ スを 利用し よう と する 場合にあっては、 賃貸人若し く は登録事業者が直接

提供する 保健医療サービ ス若し く は福祉サービ ス又は賃貸人若し く は登録事業者が委託し 若し く は提携する 事業者が

提供する保健医療サービス若し く は福祉サービ スに限定すべきではない。

　 　 高齢者居宅生活支援サービ スの提供に当たっては、 提供時間、 職員の配置、 職員の資格の有無等について居住者に

十分に説明しておく こと が望まし い。

　 　（ 後略）

◦   有料老人ホームの設置運営標準指導指針について【 平成 1 4 年７ 月1 8 日老発第 0 7 1 8 0 0 3 号・ 最終改正令和３ 年

４ 月１日老発 0 4 0 1 第 1 4 号厚生労働省老健局長通知】（ 抄）

８ 　 有料老人ホーム事業の運営

（ 1） ～（ 8 ）　（ 略）

（ 9 ）　 医療機関等と の連携

イ～ニ（ 略）

ホ　 入居者が、 医療機関を自由に選択するこ と を 妨げないこ と 。 協力医療機関及び協力歯科医療機関は、 あく までも 、

入居者の選択肢として設置者が提示するも のであって、 当該医療機関における診療に誘引するためのも のではない。

ヘ　 医療機関から 入居者を 患者と して紹介する対価として金品を 受領するこ と その他の健康保険事業の健全な運営を損

なう おそれのある 経済上の利益を 受けること により 、 入居者が当該医療機関において診療を 受けるよう に誘引してはな

ら ないこ と 。

（ 1 0 ）　 介護サービ ス事業所と の関係

イ 　 近隣に設置さ れている介護サービス事業所について、 入居者に情報提供すること 。

ロ　 入居者の介護サービ スの利用にあっては、 設置者及び当該設置者と 関係のある 事業者など特定の事業者から のサー

ビス提供に限定又は誘導し ないこ と 。

ハ　 入居者が希望する介護サービ スの利用を妨げないこと 。

（ 11）　（ 略）
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○ 養介護施設従事者等による高齢者虐待 

 

１ 相談・通報件数 

年度 R2 R3 R4 R5 R6 

相談・通報件数 75件 77件 81件 85件 117件 

虐待認定件数 20件 27件 27件 30件 52件 

 

２ 令和６年度 虐待と判断した事案の概要 
 

事案  
項目 

１ ２ ３ ４ ５ 

施設・事業所の
サービス種別 

有料老人ホーム 有料老人ホーム 有料老人ホーム 有料老人ホーム 有料老人ホーム 

被虐待者の状況 ８０代女性 要介護２ ７０代女性 要介護３ ８０代女性 要介護３ ７０代男性 要介護２ 
９０代女性 要介護４～

５ 

虐待の種別 身体的虐待 身体的虐待 身体的虐待 身体的虐待 
身体的虐待 

心理的虐待 

虐待を行った 
従事者の職種 

介護職員 
施設長 

複数の介護職員 
介護職員 介護職員 介護職員 

市町村が 
行った措置 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

虐待の内容 
 

・車椅子への移乗を

拒否したため、利

用者の顔を押さえ

つけた。 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を

行った。（居室施

錠、抑制着着用） 

・利用者から腕に噛

みつかれたため、

利用者の顔を叩い

た。 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を

行った。 

（居室施錠） 

・排泄介助の際に利

用者の頭や体を叩

いた。 

・利用者に暴言を吐

いた。 

 

事案  
項目 

６ ７ ８ ９ １０ 

施設・事業所の
サービス種別 

有料老人ホーム 有料老人ホーム 有料老人ホーム 有料老人ホーム 有料老人ホーム 

被虐待者の状況 ９０代女性 要介護２ ９０代女性 要介護４ 特定困難 ９０代女性 要介護３ 
男女 ２３名 

（年齢、要介護度不明） 

虐待の種別 心理的虐待 身体的虐待 身体的虐待 身体的虐待 経済的虐待 

虐待を行った 
従事者の職種 

介護職員 介護職員 

特定困難 

（施設として

の対応） 

介護職員 介護職員 

市町村が 
行った措置 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

虐待の内容 

・利用者に暴言を吐

いた。 

・利用者の発言に腹

を立て、頬を叩い

た。利用者の靴下

を脱がせる際に足

を叩いた。 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を

行った。 

（四点柵） 

・オムツ交換の介助

を拒否したため、

利用者の胸部、頬

を叩いた。 

 

・利用者の不在時

に、居室に侵入し、

金品を盗んだ。 
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事案  
項目 

１１ １２ １３ １４ １５ 

施設・事業所の
サービス種別 

有料老人ホーム 有料老人ホーム 有料老人ホーム 有料老人ホーム 有料老人ホーム 

被虐待者の状況 ９０代男性 要介護４ ８０代男性 要介護３ ７０代男性 要介護４ 

８０代男性 要介護４ 

７０～９０代 女性５名 

要介護２～５ 

９０代女性 要介護４ 

８０代男性（不明４名）

７名 

（要介護３～５、不明

１名） 

虐待の種別 身体的虐待 
身体的虐待 

心理的虐待 
介護等放棄 身体的虐待 身体的虐待 

虐待を行った 
従事者の職種 

介護職員 看護職員 介護職員 看護職員 

特定困難 

（施設としての対

応） 

市町村が 
行った措置 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 
改善計画の提出指導 

虐待の内容 
 

・夜間帯に利用者と

喧嘩になり、利用

者の首を絞めた。 

・利用者に名札をつ

かまれたため、利

用者の腕を叩き暴

言を吐いた。 

・トイレに行きたい

と訴えた利用者の

介助を拒否した。

再度の訴えに対

し、利用者を車椅

子に乗せずに、裸

足のままトイレに

連れて行った。 

 

・夜間帯に利用者に

対し、投薬指示が

出ていない薬を投

与した。 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を

行った。 

（四点柵、抑制着等

着用、居室施錠） 
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事案  
項目 

１６ １７ １８ １９ ２０ 

施設・事業所の
サービス種別 

有料老人ホーム 有料老人ホーム 有料老人ホーム 有料老人ホーム 特別養護老人ホーム 

被虐待者の状況 
男性２名 

女性３名 

（年齢、介護度不明） 

７０～９０代 男性
５名（要介護２～５） 

７０～９０代 女性 

９名（要介護２～５） 

９０代 男性２名 

（要介護３、４） 

９０代 女性４名 

（要介護４、５） 

９０代男性 要介護

５ 

８０代女性 要介護

５ 

虐待の種別 身体的虐待 

身体的虐待 

介護等放棄 

心理的虐待 

経済的虐待 

身体的虐待 

介護等放棄 
経済的虐待 心理的虐待 

虐待を行った 
従事者の職種 

特定困難 

（施設としての対

応） 

施設長 介護職員 介護職員 介護職員 

市町村が 
行った措置 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

虐待の内容 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束行

った。 

（四点柵、抑制着等

着用、居室施錠） 

・利用者に暴行、暴

言を行った。通所

介護を強制利用さ

せた。 

・オムツ着用を強要

した。 

・衛生管理・栄養管

理が不適切だっ

た。 

・必要な服薬介助、

病院受診を怠っ

た。 

・利用者から金銭を

借りて返済しなか

った。 

・ナースコールの使用

を制限する行為を

行った。 

・栄養不足の食事を

提供した。 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を

行った。（四点柵） 

・布団から出られな

いよう過度に室温

を下げた。 

・他人のオムツを使

用させた。 

・利用者の銀行口座

から預金を引き出

し窃盗した。 

・利用者の顔にタオ

ルを被せ、精神的

苦痛を与えた。 
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事案  
項目 

２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 

施設・事業所の
サービス種別 

特別養護老人ホーム 特別養護老人ホーム 特別養護老人ホーム 特別養護老人ホーム 特別養護老人ホーム 

被虐待者の状況 
１００歳以上女性 

要介護４ 
８０代女性 要介護４ ９０代女性 要介護３ ９０代女性 要介護４ 

７０代女性 

（要介護度不明） 

虐待の種別 心理的虐待 性的虐待 介護等放棄 身体的虐待 性的虐待 

虐待を行った 
従事者の職種 

介護職員 介護職員 介護職員 介護職員 看護職員 

市町村が 
行った措置 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

虐待の内容 

・利用者に暴言を吐

いた。 

・職員が自身の陰部

を露出し、利用者

に触らせた。 

・ナースコールの使

用を制限する行為

を行った。 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束行

った。（腰を紐で縛

る行為） 

・利用者にわいせつ

な言葉を発言し

た。 

 
事案  

項目 
２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 

施設・事業所の
サービス種別 

特別養護老人ホーム 特別養護老人ホーム 特別養護老人ホーム 
認知症対応型共同生

活介護 

認知症対応型共同生

活介護 

被虐待者の状況 
女性 ８０代、９０代 ３

名 要介護３、４ 
８０代女性 要介護４ ７０代男性 要介護５ ８０代女性 要介護３ ８０代女性 要介護１ 

虐待の種別 
身体的虐待 

介護等放棄 

性的虐待 

身体的虐待 

心理的虐待 
身体的虐待 身体的虐待 

心理的虐待 

性的虐待 

虐待を行った 
従事者の職種 

介護職員 介護職員 看護職員 介護職員 介護職員 

市町村が 
行った措置 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

虐待の内容 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束行

った。（障害物でベ

ッドを囲む行為） 

・利用者の身体を叩

く、押さえつける

などを行った。 

・居室の扉を開けた

状態でおむつ交換

をした。 

・利用者に暴言を吐

いた。 

・利用者の顔にゴム

ボールを投げつけ

た。 

・排泄介助を拒否し

た利用者の腕をタ

オルで縛った。 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を

行った。（両手首を

タオルで縛る行

為） 

・他の入居者も利用

するフロアで利用

者のズボンと下着

を脱がせた。 
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事案  
項目 

３１ ３２ ３３ ３４ ３５ 

施設・事業所の
サービス種別 

認知症対応型共同生

活介護 

認知症対応型共同生

活介護 

認知症対応型共同生

活介護 

認知症対応型共同生

活介護 

認知症対応型共同生

活介護 

被虐待者の状況 ９０代女性 要介護１ ９０代男性 要介護１ ９０代女性 要介護３ ９０代男性 要介護３ ８０代女性 要介護３ 

虐待の種別 身体的虐待 性的虐待 身体的虐待 身体的虐待 身体的虐待 

虐待を行った 
従事者の職種 

介護職員 介護職員 介護職員 介護職員 介護職員 

市町村が 
行った措置 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

虐待の内容 

・介護を求める利用

者の額部を叩い

た。 

・利用者の裸の写真

を撮影し、他職員へ

見せる行為を行っ

た。 

・業務多忙によるス

トレスから利用者

の頬を叩いた。 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を

行った。（四点柵） 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を

行った。（四点柵） 

 

事案  
項目 

３６ ３７ ３８ ３９ ４０ 

施設・事業所の
サービス種別 

認知症対応型共同生

活介護 
通所介護 通所介護 通所介護 通所介護 

被虐待者の状況 ８０代女性 要介護４ ８０代女性 要介護３ ８０代男性 要介護４ ８０代男性 要介護５ ８０代女性 要介護５ 

虐待の種別 身体的虐待 身体的虐待 身体的虐待 性的虐待 身体的虐待 

虐待を行った 
従事者の職種 

介護職員 介護職員 
施設長 

介護職員 

施設長 

生活相談員 
介護職員 

市町村が 
行った措置 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

虐待の内容 

・寝具を使用せず利

用者を居室の床に

寝かせた。 

・入浴介助を拒否し

た利用者の顔を叩

いた。 

 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を

行った。（車椅子乗

車時に拘束帯を使

用する行為） 

・入浴介助の際に利

用者にわいせつな

行為を行った。 

・口腔ケアの介助の

際に利用者の頭

部、顔面を叩いた。 
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事案  
項目 

４１ ４２ ４３ ４４ ４５ 

施設・事業所の
サービス種別 

通所介護 介護老人保健施設 介護老人保健施設 介護老人保健施設 
定期巡回・随時対応

型訪問介護看護 

被虐待者の状況 ８０代女性 要介護３ ８０代女性 要介護５ ８０代女性 要介護４ ７０代女性 要介護３ 

８０代男性 要介護４ 

８０代女性 要介護

４、５ 

虐待の種別 経済的虐待 介護等放棄 身体的虐待 

身体的虐待 

介護等放棄 

心理的虐待 

身体的虐待 

虐待を行った 
従事者の職種 

介護職員 介護職員、看護職員 看護職員 看護職員 介護職員 

市町村が 
行った措置 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

虐待の内容 

・利用者の鞄や財布

から現金を窃盗し

た。 

・食事を利用者に提

供せずに、廃棄した。 

・体重測定の際に利

用者の額を叩い

た。 

・入浴介助の際に利

用者を押さえつけ

た。 

・不衛生な状態で利

用者を放置した。 

・利用者に暴言を吐い

た。 

・利用者に握り拳を

見せて威嚇した。 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を

行った。（家具等で

行動を抑制する行

為） 

 

事案  
項目 

４６ ４７ ４８ ４９ ５０ 

施設・事業所の
サービス種別 

訪問介護 
定期巡回・随時対応

型訪問介護看護 
介護医療院 

小規模多機能型居宅

介護 
訪問看護 

被虐待者の状況 ９０代女性 要介護３ ８０代女性 要介護４ ８０代男性 要介護５ ９０代女性 要介護３ ８０代女性 要介護５ 

虐待の種別 経済的虐待 身体的虐待 身体的虐待 経済的虐待 身体的虐待 

虐待を行った 
従事者の職種 

介護職員 介護職員 介護職員 介護職員 介護職員 

市町村が 
行った措置 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

虐待の内容 

・利用者宅にある金

品を窃盗した。 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を行

った。（利用者を車椅

子に拘束する行為。） 

・転倒した利用者の

頭部を殴打した。 

・利用者からの不適

切な金銭の受領及

び預金口座からの

窃盗を行った。 

・適切な手続きを経

ず、身体的拘束を

行った。（ベッドの

柵に両手をタオル

で縛る行為） 
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事案  
項目 

５１ ５２ 

施設・事業所の
サービス種別 

軽費老人ホーム 短期入所生活介護 

被虐待者の状況 
１００歳以上女性 

要介護４ 
８０代男性 要介護２ 

虐待の種別 身体的虐待 介護等放棄 

虐待を行った 
従事者の職種 

介護職員 介護職員 

市町村が 
行った措置 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

施設等に対する指導 

改善計画の提出指導 

虐待の内容 

・オムツ交換の介助

を拒否した利用者

を叩いた。 

・車椅子への移乗介

助を行わず、利用者

をベッドに放置し

た。 

 

※自立度：認知症高齢者の日常生活自立度 

※寝たきり度：障がい高齢者の日常生活自立度 
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◎養介護施設従事者等による高齢者虐待の通報等に対しては、高齢者虐待防止担当部署並びに
当該養介護施設等の指導監査担当部署が協働して対応する必要があります。

【相談・通報・届出の受付、報告】
受付記録の作成 第21条

市町村が指定権限を有する地域密着サービス事業所の場合

【事実確認の実施】

施設・事業所への監査（立入検査等）第78条の7

高
齢
者
虐
待
防
止
法

介
護
保
険
法

【事実確認事項の整理】
調査報告書作成

老
人
福
祉
法

高齢者の保護等
緊急対応（必要時）

措置による保護
（必要時）
第11条第1項

★情報が入る度に緊急性の判断と保護の必要性を検討すること

緊急性
あり

【事実確認の準備】
市町村・都道府県による適切な権限の行使 第24条

庁内・関係機関間の情報共有
高齢者の安全確認・通報内容確認等

初
動
期
段
階

相
談
・
通
報
・

届
出
へ
の
対
応

事
実
確
認
（
含
む
準
備
）
・

緊
急
対
応

虐
待
有
無
の
判
断
、
課
題
の

整
理
、
対
応
方
針
の
決
定

（
虐
待
対
応
ケ
ー
ス
会
議
）

対
応
段
階

終
結
段
階

虐
待
対
応
の

終
結

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

・
評
価

【虐待の有無の判断】【緊急性の判断】
【深刻度の判断】 【対応方針の立案】
虐待（人格尊重義務違反）の有無の判断の協議

第78条の4第8項

【虐待の発生要因・課題の整理】
発生要因の分析、運営課題等の整理、指導等内容への反映

【庁内外での必要な情報と既存情報の整理】
【緊急対応の協議】

必要な緊急対応、初動対応方針の立案

介護保険法に基づく措置

虐
待
の
再
発
防
止
対
応
と

必
要
な
権
限
行
使

【終結の判断】

①虐待の解消、高齢者が安心してサービスを利用出来ている状況の確認
②養介護施設・事業所による再発防止策の実施状況と効果の確認

違反・
指導事
項共に
無し

指定取消
第92条第1項
第4号、第10

号等

効力の全部又
は一部停止
第92条第1項第
4号、第10号等

改善命令・公示
第91条の2第3項

行政手続法に
基づく行政指導
（再発防止策
を含めた改善
報告書提出依頼）

改善勧告
第91条の2
第1項

事実確認の結果を踏まえた適切な措置の検討

検討結果に基づき、以下のいずれかの対応を実施

【モニタリング・評価】

・高齢者の生活状況の確認
・養介護施設の改善取組状況の確認
・評価会議による検討

必要な指導
第5条の4第2項第2号

老
人
福
祉
法

高齢者、家族、養介護施設従事者、虐待の発見者・発見した関係機関等
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市町村の対応 都道府県の対応

【相談・通報・届出の受付】
受付記録の作成 第22条

都道府県が指定権限を有する養介護施設等の場合
注）条文は特別養護老人ホームの場合

協働

【事実確認の実施】
施設・事業所への監査（立入検査等）

第23条、第90条

高
齢
者
虐
待
防
止
法

介
護
保
険
法

【事実確認の実施】
施設・事業所への監査（立入検査等）

第24条、第90条

緊急性
あり

【事実確認の準備】
必要な緊急対応及び対応方針の立案

【事実確認事項の整理】 調査報告書作成

高齢者の保護等
緊急対応（必要時）

★情報が入る度に緊急性の判断と保護の必要性を検討すること

高齢者の安全確認等 高齢者の安全確認等

必要な指導

第5条の4第2項第2号
改善計画書提出・

報告による
再発防止対応

措置による保護
（必要時）
第11条第1項

市町村・都道府県による適切な権限の行使
第24条

【終結の判断】
①虐待の解消、高齢者が安心してサービスを利用出来ている状況の確認
②養介護施設・事業所による再発防止策の実施状況と効果の確認

初
動
期
段
階

対
応
段
階

終
結
段
階

老
人
福
祉
法

協議し同行

虐待が認
められた
場合

事業者の応諾が
得られた場合

介護保険法に基づく措置

事業者の応諾が
得られない場合

都道府県へ報告、事実確認を要請

◎市町村・都道府県の関係部署が協働し、適切な役割分担を行いながら対応することが必要です。

相
談
・
通
報
・

届
出
へ
の
対
応

事
実
確
認
（
含
む
準
備
）
・

緊
急
対
応

虐
待
有
無
の
判
断
、
課
題
の

整
理
、
対
応
方
針
の
立
案

（
虐
待
対
応
ケ
ー
ス
会
議
）

虐
待
対
応
の

終
結

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

・
評
価

虐
待
の
再
発
防
止
対
応
と

必
要
な
権
限
行
使

違反・指導
事項共に無し

【虐待有無の判断】【緊急性の判断】
【深刻度の判断】【対応方針の立案】
虐待（人格尊重義務違反）の有無の判断の協議

第88条第6項

【虐待の発生要因・課題の整理】
発生要因の分析、運営課題等の整理、指導等内容への反映

【モニタリング・評価】
・高齢者の生活状況の確認
・養介護施設の改善取組状況の確認
・評価会議による検討

【相談等の受付】
受付記録の作成 第21条

【事実確認の準備】
必要な緊急対応及び対応方針の立案

報告

通報

協働

指定取消
第92条第1
項第4号、
第10号等

効力の全部又
は一部停止

第92条第1項第4
号、第10号等

改善命令・公示
第91条の2第3項

行政手続法に
基づく行政指導
（再発防止策
を含めた改善
報告書提出依頼）

改善勧告
第91条の2

第1項

事実確認の結果を踏まえた適切な措置の検討

検討結果に基づき、以下のいずれかの対応を実施

高齢者、家族、養介護施設従事者、虐待の発見者・発見した関係機関等
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改善命令
第29条第15項

【事実確認の実施】
施設・事業所への監査（立入検査等）

第29条第13項

有料老人ホーム（未届施設含）の場合

事業の制限・停止
第29条第16項

改善指導（文書・口頭）

【事実確認の実施】
必要な実情の把握
第5条の4第2項第1号

老
人
福
祉
法

【虐待有無の判断】【対応方針の立案】
｢不当な行為｣｢利益を害する行為｣の有無の判断

第29条第15項

【虐待の発生要因・課題の整理】
発生要因の分析、運営課題等の整理、指導等内容への

反映

事業者の応諾が
得られた場合

老
人
福
祉
法

老
人
福
祉
法

★情報が入る度に緊急性の判断と保護の必要性を検討すること

高齢者の安全確認等 高齢者の安全確認等

【事実確認の準備】
緊急性の判断及び対応方針の立案

【事実確認の準備】
必要な緊急対応及び対応方針の立案

高齢者の保護等
緊急対応（必要時）

措置による保護（必要時）
第11条第1項

緊急性あり

必要な指導
第5条の4第2項第2号

初
動
期
段
階

対
応
段
階

終
結
段
階

有料老人ホーム

特定施設入居者生活介護
（介護付き有料老人ホーム）

サービス付き
高齢者向け住宅

事業者の応諾が
得られない場合

※上記フロー図は、介護保険制度の特定施設入居者生活介護の指定を受
けていない有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅が対象。

※有料老人ホームに該当しないサービス付き高齢者向け住宅は、養護者
による高齢者虐待として対応。

対
象

改善報告

公示

公示

◎市町村・都道府県の関係部署が協働し、適切な役割分担を行いながら対応することが必要です。

相
談
・
通
報
・

届
出
へ
の
対
応

事
実
確
認
（
含
む
準
備
）
・

緊
急
対
応

虐
待
有
無
の
判
断
、
課
題
の

整
理
、
対
応
方
針
の
立
案

（
虐
待
対
応
ケ
ー
ス
会
議
）

虐
待
対
応
の

終
結

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

・
評
価

虐
待
の
再
発
防
止
対
応

と
必
要
な
権
限
行
使

改善計画書提出・報告による
再発防止対応

【モニタリング・評価】
・高齢者の生活状況の確認
・養介護施設の改善取組状況の確認
・評価会議による検討

【終結の判断】

①虐待の解消、高齢者が安心してサービスを利用出来ている状況の確認
②養介護施設・事業所による再発防止策の実施状況と効果の確認

【事実確認事項の整理】 調査報告書作成

都道府県へ報告、事実確認を要請

市町村・都道府県による適切な権限の行使
第24条

市町村の対応 都道府県の対応

高
齢
者
虐
待
防
止
法

【有料老人ホーム指導監督の
手引き（2訂版）参照】

【虐待有無の判断】【緊急性の判断】
【深刻度の判断】【対応方針の立案】

【虐待の発生要因・課題の整理】
発生要因の分析、運営課題等の整理、

指導等内容への反映

（例）

【相談・通報・届出の受付】
受付記録の作成 第22条

【相談等の受付】
受付記録の作成 第21条

協働

報告

通報

高齢者、家族、養介護施設従事者、虐待の発見者・発見した関係機関等

協議し同行

協働

協働

虐待が認められた場合
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福 岡 県 

 

 

 

高齢者の人間としての尊厳が尊重される社会をめざして 
  

高齢者福祉施設等における 
虐待を防ぎましょう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者虐待は、高齢者の尊厳を傷つけ、財産や生命までも危険にさらす 

行為であり、高齢化が進むなかで、深刻な問題となっています。 

高齢者に対する虐待を防止し高齢者の権利利益を擁護するため、平成１８ 

年４月に｢高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律｣ 

（高齢者虐待防止法）が施行されました。 

養介護施設（高齢者福祉施設や介護保険サービス事業所等）における 

高齢者虐待を防止するためには、施設等の管理者を先頭に、実際に高齢者 

の介護にあたる職員だけでなく、他の職員も含めた施設等全体での取組が 

重要です。 

 

 

 

 

 

高齢者は、尊厳と安全の中で生活し、搾取及び身体的あるいは精神的虐待を受けな

いでいられるべきである。 
（平成３年 12月に国連総会で採択された「高齢者のための国連原則」より） 
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    高齢者虐待とは 
 

高齢者（６５歳以上の者）に対して、養護者（高齢者を現に養護する家族、親族、同居人

など）や養介護施設従事者等（高齢者福祉施設や介護保険サービス事業所等の職員等）に

よる次のような行為を高齢者虐待といいます。（法第２条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「法」とはいわゆる高齢者虐待防止法のことです。 

■身体的虐待■ 

身体に外傷が生じ、又は生じるおそれ

がある暴行を加えること 

—たとえばー 

●たたく、つねる、食事を無理やり口に 

 入れる 

●ベッドに縛り付ける など 

■心理的虐待■ 

著しい暴言又は著しく拒絶的な対応

など著しい心理的外傷を与える言動

を行うこと 

—たとえばー 

●子ども扱いする、怒鳴る 

●ののしる、悪口を言う 

●意図的に無視する など 

■介護･世話の放棄･放任■ 

高齢者を養護すべき職務上の義務を

著しく怠ること 

—たとえばー 

●衰弱させるほど水分や食事を与えない 

●入浴をさせない、おむつを交換しない 

など 

■性的虐待■ 

わいせつな行為をする、又はわいせつ

な行為をさせること 

—たとえばー 

●排せつの介助がしやすいとして下半身

を下着のままで放置する 

●人前でおむつ交換をする など 

■経済的虐待■ 

財産を不当に処分することなど高齢者

から不当に財産上の利益を得ること 

—たとえばー 

●本人の年金や預貯金を、本人に無断で

使う 

●生活に必要なお金を渡さない など 

 

 

虐待をしている自覚がないことや、

「本人のために」と思ってやってい

ることが虐待につながっているこ

ともあります。 

—たとえばー 

●徘徊するので部屋に閉じ込める 

●失禁しないように、水分を与える 

ことを控える など 

  

 

ＭＥＭＯ 
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身体拘束と高齢者虐待 
 

身体拘束は、原則としてすべて高齢者虐待に該当します。 

高齢者福祉施設等においては、利用者本人や他の利用者等の生命や身体を保護するための

緊急やむを得ない場合を除いて、身体拘束を行うことは禁止されています。 

（「市町村・都道府県における高齢者虐待への対応と養護者支援について」厚生労働省老健局 平成 18年４月より） 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

施設や事業所に求められること 
 

・従事者等の研修を実施すること 

・利用者や家族からの苦情処理体制を整備すること 

・その他高齢者虐待の防止等のための措置を講じること が求められています。（法第 20 条） 

                        
 

従事者等が行わなければならないこと 
 

高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、早期発見に努めなければなりません。

（法第５条第１項） 
 

 

 

 

 
 
 

自分が働く施設等で養介護施設従事者等による虐待を受けたと思われる高齢者を発見した

場合は、速やかに市町村に通報しなければなりません。（法第 21 条第１項） 
 

※ 通報を行うことは守秘義務違反にはあたりません。（法第 21 条第６項） 

※ 通報したことによる不利益な取扱い(解雇、降格、減給など)は禁止されています。 

     （法第 21 条第７項） 
 

 

 

 

 

・身体のあざや傷について、説明があいまいである 

・寝具や衣服が汚れたままである 

・居室が極めて非衛生的な状況になっている 

・明らかに病気であるのに医師の診察を受けていない など 

 

通報を受けた市町村は、事実確認を行い、県に報告するとともに、県や市町村は、立入検査、勧

告、改善命令など関係法令による権限を適切に行使して虐待の防止と高齢者の保護を図ります。

（通報の秘密は守られます。）（法第 22 条～第 24 条） 

 

・徘徊しないよう、車いすやベッドにひも等でしばる 

・自分で降りられないよう、ベッドを柵(サイドレール)で囲む 

・行動を落ち着かせるために､向精神薬を過剰に服用させる 

・脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣(つなぎ服)を着せる など 

●  このような行為は身体拘束です ● 

●  高齢者虐待のサインを見逃さない ● 

●市町村や県の対応 ● 
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高齢者福祉施設等から高齢者虐待をなくすために 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図のように、虐待が顕在化する前には、「不適切なケア」を底辺に、表面化していない虐

待やその周辺の「グレーゾーン」の行為が、連続的に存在しています。 

養介護施設等では、ささいな「不適切なケア」の存在が放置されると、それが蓄積され、

拡大されて、明らかな虐待につながっていくといえます。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(｢施設･事業所における高齢者虐待防止学習テキスト｣社会福祉法人東北福祉会 認知症介護研究･研修仙台センターを参考に作成)  

 

 

「不適切なケア」の段階で、「虐待の芽」を摘む取り組みが大切です 

高齢者虐待・不適切なケアを防止するには 

組織運営の健全化 
・理念や方針を職員間で共有 

・職員教育体制の整備 
・第三者の視点で開かれた組織に 

負担やストレス･組織風土の改善 
・柔軟な人員配置の検討 

・職員のストレスの把握 
・上司や先輩による声かけ、悩み相談 

チームアプローチの充実 
・リーダーの役割の明確化 
・チームでの意思決定の仕組みの明確化 

倫理観とコンプライアンスを 

高める教育の実施 
・「利用者本位」の大原則の確認 

・職業倫理・専門性に関する学習の徹底 

・身体拘束を行わないケアや虐待を防止 

 する方法の学習 
ケアの質の向上 

・認知症に関する正しい理解 

・アセスメントとその活用方法の実践的学習 

・認知症ケアに関する知識の共有 

発行 平成 27 年４月 福岡県保健医療介護部高齢者支援課・介護保険課 

 

（柴尾慶次氏(特別養護老人ホームフィオーレ南海施設長)が作成した資料(2003)をもとに作成）

顕在化した虐待

「緊急やむを得ない

場合」以外の

身体拘束

意図的な虐待で

あるが表面化して

いないもの

結果的に虐待を

行ってしまってい

るもの

「虐待である」との判断に

迷う「グレーゾーン」が「不

適切なケア」を底辺として

連続的に存在する

グ
レ
ー
ゾ
ー
ン

「虐待かもしれない！」と思ったら････ ひとりで悩まず 

市町村の担当窓口又は地域包括支援センターへご相談ください。 
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高齢者虐待防止・身体拘束廃止に関するホームページについて 
 

養介護施設（高齢者福祉施設や介護保険サービス事業所等）における高齢者虐待を防止するため

には、施設等の管理者を先頭に、実際に高齢者の介護にあたる職員だけでなく、他の職員も含めた

施設等全体での取組が必要です。 

令和３年４月１日より、指定居宅サービス等の人員、設備及び運営に関する基準等の一 

部を改正する省令が施行され、全ての介護サービス事業者を対象に、利用者の人権の擁 

護、虐待防止の観点から、虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開催、指針 

の整備、研修の実施、担当者を定めることが義務づけられました。 

特に、新規採用した職員については、虐待の定義や身体拘束に係る正しい知識を早期に習得させ

る必要があり、初任者研修において、身体拘束廃止に加えて、高齢者虐待防止についても十分な説

明を行う必要があります。 

 

下記ホームページは、厚生労働省や福岡県等のホームページになりますので、最新の情報を随時

確認し、事業所での対策に役立ててください。 

 

〇 高齢者虐待防止研修で役立つ資料等 

高齢者福祉施設等における虐待防止リーフレット（福岡県ホームページ） 

http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/koureisyagyakutai-leaflet.html 

 

高齢者虐待等の学習支援情報（認知症介護情報ネットワークのホームページ） 

https://www.dcnet.gr.jp/support/ 

 

身体拘束ゼロの手引き（福岡県ホームページ） 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/zerosengen.html 

 

〇高齢者虐待防止に係る調査、通知等 

高齢者虐待防止関連調査・資料（厚生労働省ホームページ） 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/boushi

/index.html 

 

国通知・介護保険最新情報Vol.502（独立行政法人福祉医療機構ホームページ） 

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-files/resources/6934ac0a-4d87-4799-bbc5-

21fa8a34170c/介護保険最新情報Vol.502.pdf 

 

 

  

62



② 宣言書の提出 

③ポスターの送付・ 

県ホームページでの公表 

福岡県身体拘束ゼロ宣言について 
 

利用者のケアの質の向上を図ることを目的として事業所内での身体拘束ゼロに向けた

取組を行うことを宣言した介護保険事業所等を登録し、ポスターの配付や県ホームペー

ジでの公表等を行うことにより、現場の職員の意識高揚を図るとともに、身体拘束廃止

に向けた取組を行っている事業所であることを利用者、家族を含め県民に広く周知する

事業を行っています。 

詳しくは、下記のＵＲＬをご参照ください。 

 

ＵＲＬ：http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/zerosengen.html 
（トップページ > 健康・福祉・子育て > 介護・高齢者福祉 > 介護施設・サービス事業所> 

福岡県身体拘束ゼロ宣言を実施しています） 

 

 

【事業イメージ図、宣言書・ポスター様式のイメージ】 

 
 県・政令市・ 

中核市等 

 

 

 

 

〈身体拘束ゼロ宣言書イメージ〉                〈ポスターイメージ〉 

① 事業の周知 
介護サービス事業所 

県 
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防災計画の策定・ 見直し について 

 

Ⅰ 防災計画の策定・ 見直し 及び被災状況報告について 

１  防災計画策定の義務 

高齢者福祉施設等の基準においては、 「 非常災害に関する 具体的計画を立て、 非常災害時の関

係機関への通報及び連携体制を整備し 、 それら を定期的に従業者に周知する と と も に、 定期的に

避難、 救出その他必要な訓練を行わなければなら ない」 と さ れていま す。  

各施設等において防災計画（ 非常災害対策計画） を作成する こ と が義務付けら れている のです。 
 
２  福岡県高齢者福祉施設等防災計画策定マニュ アル 

平成２ ４ 年３ 月に福岡県で作成し た「 高齢者福祉施設等防災計画策定マニュ アル」 （ 以下「 マ

ニュ アル」 と いう 。 ） は、 高齢者福祉施設等が防災計画を策定する 際に、 参考と し ていただく た

めのも のです。 本書を参考と し ながら 、 施設の種類、 規模、 立地条件等それぞれの施設の特性に

応じ た防災計画（ 非常災害対策計画） と なる よ う に作成又は見直し を行ってく ださ い。  

ま た、 地震についても 、 具体的な防災計画の作成に努めてく ださ い。  
 

３  防災計画（ 非常災害対策計画） の策定・ 見直し に関する 留意点 

（ １ ）  防災計画（ 非常災害対策計画） の作成又は見直し に当たっては、 誰も がすぐ に分かる よ う に

簡潔かつ具体的な内容と し 、 意思の疎通を図る 意味でも 職員みんなで作成し ま し ょ う 。 施設の

立地条件や入所者等の特性に応じ た対策と する と と も に、マニュ アルのチェ ッ ク リ ス ト を活用

し て、 必要な事項等が盛り 込ま れている かど う か、 十分検討し てく ださ い。  

（ ２ ）  検討・ 点検項目 

① 水害・ 土砂災害を含む地域の実情に応じ た防災計画（ 非常災害対策計画） が策定さ れている

か。  

② 防災計画（ 非常災害対策計画） に次の項目がそれぞれ含ま れている か。  

（ イ ） 介護保険施設等の立地条件 （ ロ ） 災害に関する 情報の入手方法 

（ ハ） 災害時の連絡先及び通信手段の確認 （ ニ） 避難を開始する 時期、 判断基準 

（ ホ） 避難場所 （ ヘ） 避難経路 （ ト ） 避難方法 （ チ） 災害時の人員体制、 指揮系統 

（ リ ） 関係機関と の連絡体制 
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４  防災訓練（ 避難訓練） の実施 

（ １ ）  たと え立派な防災計画（ 非常災害対策計画） を立てても 、 普段から 行っていないこ と は、

緊急時にも でき ま せん。 定期的に、 様々な災害状況を想定し て、 防災計画（ 非常災害対策計

画） に基づいて、 実効性のある 防災訓練（ 避難訓練） を実施し ま し ょ う 。  

（ ２ ）  防災訓練（ 避難訓練） についての点検項目 

・ 水害・ 土砂災害の場合を含む地域の実情に応じ た災害に係る 避難訓練が実施さ れたか。  
 

５  防災計画（ 非常災害対策計画） の見直し  

防災訓練（ 避難訓練） を実施し た結果や防災教育等で培った知識、 情報等を踏ま え、 随時、 防

災計画（ 非常災害対策計画） の見直し を行い、 実効性のある 計画と なる よ う にし ま し ょ う 。     

【 参考と なる 通知・ 資料】  

 

 

 

   ※マニュ アル及び参考と なる 通知・ 資料は、 県ホ ーム ページに掲載し ていま す。  

ht t ps: //www. pr ef . f ukuoka. l g. j p/cont ent s/bousai manual . html  

 

６  社会福祉施設等における 災害時に備えたラ イ フ ラ イ ン等の点検について 

  社会福祉施設等においては、 ラ イ フラ イ ン等が長期間寸断さ れ、 サービス の維持が困難と な

った場合、 利用者の生命・ 身体に著し い影響を及ぼすおそれがあり ま す。 そのため、 平時から

災害時にあっても サービス 提供が維持でき る よ う 、 必要な対策を講じ る 必要があり ま す。  

特に近年、 大規模な豪雨災害が発生し ている こ と から 、 非常用電源設備の設置や浸水対策

（ 設置場所の見直し や防水扉の整備など） を十分に検討し てく ださ い。  

【 参考と なる 通知・ 資料】  

 

 
 

７  被災し た場合について 

  災害によ り 被災し た場合には、 適切な対応を行われる と と も に、 下記のＵＲ Ｌ の介護サービ

ス 情報報告シス テムによ り 報告し ていただき 、 報告し た内容を直ちに所在地の保険者等に FAX

等で報告し てく ださ い。  
   

※介護サービス 情報報告シス テム 

ht t ps: //www. kai gokensaku. mhl w. go. j p/houkoku/40/ 
 
 

   ※介護サービス 情報報告シス テム（ 被災情報報告編） のマニュ アルについて 

ht t ps: //www. kai gokensaku. mhl w. go. j p/houkoku/40/?act i on_ houkoku_ st at i c_ hel p=t rue 

 

※ 県所管の事業所の報告先は以下のと おり と なり ま す。  

○ 指定居宅サービス 事業所等 

・ シス テムによ る 報告→所在地の保険者に報告内容を FAX等で連絡 

 

○ 高齢者福祉施設等 

・ シス テムによ る 報告→管轄の保健福祉（ 環境） 事務所に報告内容を FAX等で連絡 
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〇 有料老人ホーム等 

・ シス テムによ る 報告 

 

Ⅱ 業務継続計画（ Ｂ Ｃ Ｐ ） の作成について 

  感染症や災害が発生し た場合であっても 、 必要な介護サービス が継続的に提供でき る 体制を構

築する 観点から 、 令和３ 年度の介護報酬改定で、 全ての介護サービス 事業者を対象に、 業務継続

に向けた計画等の策定、 研修の実施、 訓練（ シミ ュ レ ーショ ン） の実施等が義務付けら れま し

た。  

  作成について、 厚生労働省のホームページに「 介護施設・ 事業所における 業務継続計画（ Ｂ Ｃ

Ｐ ） 作成支援に関する 研修」 と し て、 感染症、 災害のそれぞれについて作成を支援する ためのガ

イ ド ラ イ ンやサービス 種別ごと の計画書のひな型、 業務継続計画（ Ｂ Ｃ Ｐ ） についての研修動画

が掲載さ れていま す。  

  各施設・ 事業所で作成、 研修の参考と し てく ださ い。  

 

  ※介護施設・ 事業所における 業務継続計画（ Ｂ Ｃ Ｐ ） 作成支援に関する 研修 

     （ ガイ ド ラ イ ン及びひな形の掲載 URL）  

ht t ps: //www. mhl w. go. j p/st f /sei sakuni t sui t e/bunya/hukushi _ kai go/kai go_ kour ei sha/ 

douga_ 00002. html   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

     

 

 
 
 
 
 
 
 

Ⅲ 避難確保計画の作成について 

 １  避難確保計画作成義務について  
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   「 水防法等の一部を改正する 法律」 が平成 29 年 5 月 19 日に交付さ れたこ と によ り 、 浸水想

定区域や土砂災害警戒区域の要配慮者利用施設※の管理者等は、 避難確保計画の策定・ 避難訓

練の実施が義務と なり ま す。  

   ※ 社会福祉施設、 学校、 医療施設その他の主と し て防災上の配慮を要する 方々が利用する

施設であり 、 市町村地域防災計画によ り 定めら れる こ と と なっていま す。  
 

 ２  市町村への報告について 

   避難確保計画を策定・ 変更し たと き は、 遅滞なく その計画を市町村長へ報告する 必要があり

ま す。 ま た、 避難訓練の実施状況について， 市町村へ報告する 必要があり ま す。  
 
 ３  避難確保計画作成の手引き について 

   作成について、 国土交通省のホームページに「 要配慮者利用施設の浸水対策」 と し て、 計画

を作成する ための手引き 、 計画書のひな型、 研修動画が掲載さ れていま す。  

各施設・ 事業所で作成、 研修の参考と し てく ださ い。  

 

※要配慮者利用施設の浸水対策

ht t ps: //www. ml i t . go. j p/r i ver/bousai /mai n/sai gai /j ouhou/j i ei sui bou/bousai -

gensai sui bou02. ht ml  

 

Ⅳ 参考資料等について 

 １  防災用語ウ ェ ブサイ ト （ 国土交通省）  

水害・ 土砂災害の危険が高ま った際に、 行政機関から 発表さ れる 防災情報や用語を、 メ ディ

アなどから 住民に伝えていただく 際に参考と し ていただく ための、 ポイ ント や留意点をま と め

てあり ま す。  

本サイ ト では、 防災情報が住民の適切な避難行動につながる よ う 、 防災情報が発表さ れたと

き にと る べき 行動、 情報を報道、 伝達する 際の留意点を中心に、 報道・ 伝達にそのま ま お使い

いただける 、 簡潔で分かり やすい言葉で説明さ れていま す。  

 

   

  

 

 ２  ハザード マッ プポータ ルサイ ト （ 国土交通省）  

各市町村が作成し たハザード マッ プの閲覧や洪水・ 土砂災害・ 高潮・ 津波のリ ス ク 情報、 道

路防災情報、 土地の特徴・ 成り 立ちなどを地図や写真に自由に重ねて表示でき る よ う になって

いま す。  

 

 

 

 

３  防災ポータ ル（ 国土交通省）  

防災情報が取り ま と めら れていま す。  

※防災用語ウ ェ ブサイ ト （ 水害・ 土砂災害）  

ht t ps: //www. r i ver . go. j p/kawabou/gl ossar y/pc/t op 

※要配慮者利用施設の浸水対策 

ht t ps: //www. ml i t . go. j p/r i ver/bousai /mai n/sai gai /j ouhou/j i ei sui bou/bousai -

gensai -sui bou02. html  

※ハザード マッ プポータ ルサイ ト  

ht t ps: //di sapor t al . gsi . go. j p 

※防災ポータ ル 

ht t ps: //www. ml i t . go. j p/r i ver/bousai /bousai -por t al /i ndex. html  
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浸水想定区域

氾濫

～要配慮者利用施設における円滑かつ迅速な避難のために～

※ 土砂災害防止法の正式名称は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」です。

要配慮者利用施設の所有者・管理者の皆さまへ

急傾斜地

※「土砂災害警戒区域」とは、土砂
災害が発生した場合に、住民等の
生命又は身体に危害が生じるおそ
れがあると認められる区域であり
都道府県が指定します。

とは･･･

社会福祉施設、学校、医療施設
その他の主として防災上の配慮
を要する方々が利用する施設で
す。

1 避難確保計画の作成

● 「避難確保計画」とは、水害や土砂災害が発生するおそれが
あるとき、利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために
必要な防災体制や訓練などに関する事項を定めた計画です。

● 避難確保計画が実効性あるものとするためには、施設管理者等
の皆さまが主体的に作成いただくことが重要です。

● 作成した避難確保計画は、職員のほか、施設利用者やご家族の
方々も日頃より確認することができるよう、その概要などを共
用スペースの掲示板などに掲載しておくことも有効です。

※ 義務付けの対象となるのは、これら浸水想定区域や土砂災害警戒区域内にある要配慮者
利用施設のうち（津波は、津波災害警戒区域内にある施設のうち）、市町村地域防災計画
にその名称及び所在地が定められた施設です。

【土砂災害警戒区域】

要配慮者利用施設

〔医療施設〕
・病院
・診療所
・助産所 等

※「浸水想定区域」とは、洪水・雨水出水・高潮により
浸水が想定される区域であり、国または都道府県が
指定します。

【浸水想定区域】

要配慮者利用施設

要配慮者利用施設

〔社会福祉施設〕
・老人福祉施設
・有料老人ホーム
・認知症対応型老人共同生活援助事業の用に
供する施設

・身体障害者社会参加支援施設
・障害者支援施設
・地域活動支援センター
・福祉ホーム
・障害福祉サービス事業の用に供する施設
・保護施設

・児童福祉施設
・障害児通所支援事業の用に供する施設
・児童自立生活援助事業の用に供する施設
・放課後児童健全育成事業の用に供する施設
・子育て短期支援事業の用に供する施設
・一時預かり事業の用に供する施設
・児童相談所
・母子・父子福祉施設
・母子健康包括支援センター 等

〔学校〕
・幼稚園 ・義務教育学校 ・特別支援学校
・小学校 ・高等学校 ・高等専門学校
・中学校 ・中等教育学校 ・専修学校（高等課程を置くもの） 等

例
え
ば

※「避難確保計画の作成・活用の手引き」を国土交通省の
ホームページに掲載していますので、計画作成の参考と
してください。

要配慮者利用施設の避難の実効性を確保するためのポイント

①避難確保計画の作成

②避難訓練の実施に加えて、市町村長への報告の義務化

③避難確保計画・避難訓練に対する市町村長の助言・勧告の制度化

【改正事項】

『水防法』及び『土砂災害防止法』の改正により、要配慮者利用施設の避難の実効性
確保のため、避難訓練の報告が義務づけられるとともに、避難確保計画や避難訓練に
対して市町村長が助言・勧告できる制度が創設されました。（令和３年７月16日改正法施行）

令和３年
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● 避難確保計画を作成・変更したときや、訓練を実施したときは、
遅滞なく、市町村長へ報告する必要があります。

市町村長への報告2 避難訓練の実施・防災教育の実施

● 避難訓練は、立ち退き避難や屋内安全確保を行う訓練のほかに、
図面上でシミュレーションを行う訓練なども選択できます。施設
利用者の負担も考慮し、回数や内容を工夫してください。

施設の所在する市町村へお問い合わせください。

市町村地域防災計画（避難場所・避難経路など）・ハザードマップに関すること

問い合わせ等

法律に関すること

土砂災害防止法関係

水防法関係 国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室

国土交通省水管理・国土保全局砂防部砂防計画課

● 作成した避難確保計画に基づいて避難訓練を実施することが義務
づけられています。（原則として年１回以上実施しましょう）

● 訓練後は振り返りを行い、避難確保計画の見直しを行いましょう。

3 適切な助言・勧告を得るための報告

● 避難確保計画や避難訓練に関して市町村から必要な助言・勧告
を受けることができますので、適切な助言等が得られるよう、
報告の際には国土交通省のチェックリスト※等を添付して市町
村に報告しましょう。

※チェックリストは、国土交通省のホームページに掲載しています。

● 施設職員への防災教育のためには、市町村の研修会への参加、
先進的な取組を実施している施設への見学等の方法もあります。

● 職員のほか、避難の協力者となっている消防団や近隣の企業、
地域住民、利用者の家族なども参加してもらうようにしましょう。

TEL：03-5253-8111（代表）

避難確保計画の作成・活用の手引き、チェックリスト等

国土交通省ホームページ

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-gensai-
suibou02.html

要配慮者利用施設の浸水対策

避難体制のより一層の強化のためには、避難確保計画を作成し、毎年、避難
訓練等を通じて内容を見直すことが重要です。

（令和５年３月）
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